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平成 １８ 年 ３ 月期  決算短信（連結） 平成１８年５月１２日 

上 場 会 社 名 南海電気鉄道株式会社 上場取引所 大・名 

コ ー ド 番 号 ９０４４ 本社所在都道府県 大阪府 

（ＵＲＬ http://www.nankai.co.jp/） 

代 表 者  代表取締役社長  山中 諄 

問合せ先責任者  執行役員経理部長  関西 節美  ＴＥＬ (０６)６６４４－７１４５ 

決算取締役会開催日 平成１８年５月１２日 

米国会計基準採用の有無   有 ・ ○無 
 

１．１８年３月期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

(1) 連結経営成績               （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％
18年３月期 １９０，４５０ △ ２．９ ２３，５２５  １２．１ １２，９２３  ３６．５

17年３月期 １９６，２１０ △ ９．３ ２０，９９０   ２．９ ９，４７０  １８．８
 

 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年３月期 △ ６，５４３   －   △１２．４９ － △ ５．４ １．５ ６．８ 
17年３月期 ７，７３７ １３９．４ １４．７９ － ６．１ １．１ ４．８ 

(注)①持分法投資損益 18年３月期 △ 24百万円 17年３月期 220百万円 

②期中平均株式数（連結） 18年３月期 523,791,460株 17年３月期 523,030,238株 

③会計処理の方法の変更   ○有 ・ 無 
④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円   銭
18年３月期 ８６１，０３９ １２１，９５１ １４．２ ２３２．４４ 
17年３月期    ８８５，０６７ １２１，９６０ １３．８ ２３３．１８ 

(注)期末発行済株式数（連結） 18年３月期 524,657,455株 17年３月期 523,022,372株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円
18年３月期 ３６，５４１ △ １５，５５２ △ ２０，３９４ ２１，０６５ 
17年３月期 ３４，８８５ △ ２５，１２４ △ １８，２９７ ２０，４７１ 
 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  ６８社   持分法適用非連結子会社数   ０社   持分法適用関連会社数   ５社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   １社   (除外)   ３社    持分法 (新規)   ０社   (除外)   ０社 
 
２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円
中間期 ９２，０００ ６，０００ ２，０００ 
通  期 １９６，０００ １５，０００ ９，４００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） １７円９２銭 

（注）上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後
様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は、添付資料の７ページを参照してください。 
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【企業集団の状況】 

 当社の企業グループは、当社、子会社７６社及び関連会社６社で構成され、その営んでいる主要な事業内容は、

次のとおりであります。 

（１）運輸業（３１社） 

事業の内容 会社名 

鉄道事業 

軌道事業 

バス事業 

 

海運業 

貨物運送業 

車両整備業 

当社 

阪堺電気軌道株式会社※１ 

南海バス株式会社※１ 和歌山バス株式会社※１ 関西空港交通株式会社※１ 

熊野交通株式会社※１ 徳島バス株式会社※２ 

南海フェリー株式会社※１ 南海淡路ライン株式会社※１ 

サザントランスポートサービス株式会社※１ 株式会社南海エクスプレス※１ 

南海車両工業株式会社※１（Ｂ） 

その他１９社 

（２）不動産業（７社） 

事業の内容 会社名 

不動産賃貸業 

不動産販売業 

当社 南海都市創造株式会社※１（Ｃ） 南海不動産株式会社※１（Ｂ） 

当社 南海不動産株式会社※１（Ｂ） 

その他４社 

（３）流通業（１３社） 

事業の内容 会社名 

ショッピングセンターの経営 

物品販売業 

建築材料卸売業 

当社 南海都市創造株式会社※１（Ａ） 

南海商事株式会社※１ 

南海砂利株式会社※１ 

その他９社 

（４）レジャー・サービス業（２４社） 

事業の内容 会社名 

遊園事業 

旅行業 

ホテル・旅館業 

競艇施設賃貸業 

ビル管理メンテナンス業 

当社 

株式会社南海国際旅行※１ 

株式会社中の島※１ 

当社 住之江興業株式会社※１（Ａ） 

南海ビルサービス株式会社※１（Ｂ） 

その他１９社 

（５）建設業（６社） 

事業の内容 会社名 

建設業 南海辰村建設株式会社※１ 株式会社日電商会※１ 

その他４社 

（６）その他の事業（７社） 

事業の内容 会社名 

印刷業 

損害保険代理業 

広告代理業 

南海印刷株式会社※１ 

南海保険サービス株式会社※１ 

株式会社アド南海※１ 

その他４社 

（注）１．※１ 連結子会社 

２．※２ 持分法適用関連会社 

３．上記部門の会社数には当社及び南海都市創造株式会社が重複して含まれております。 

４．当社は（Ａ）の会社に対し施設の賃貸を行っております。 

５．当社は（Ｂ）の会社に対し業務の委託を行っております。 

６．当社は（Ｃ）の会社から施設を賃借しております。 

７．当社は、平成17年４月１日に分社型の吸収分割を行い、難波地区の流通・不動産賃貸事業等の営業を

南海都市創造株式会社に承継させております。
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経 営 方 針 
 

(1)経営の基本方針 

当社グループは、鉄道事業をはじめとする交通輸送サービスを基軸に、不動産、流通、レジャーなどの生活に密

着した事業を幅広く展開し、社会の信頼に応え、その発展に貢献することを通じて、当社グループの企業価値増大

をはかることを基本方針としております。 

また、長期経営ビジョンとして当社グループが１０年後にあるべき企業像を次のとおりとし、その実現に向けて

取り組んでまいります。 

① 高いクオリティを持つ企業集団としての南海グループ 
｢スケール（規模）よりもクオリティ（質）を追求する企業グループ｣を目指します。良質な商品・サービス

をお客さまに提供し、逆境にも強い事業構造と強固な財務体質を有する、あらゆる面で高品質な企業グループ

へと変革を遂げます。 

② 全国的に信頼される｢南海ブランド｣ 
お客さま、株主さま、取引先さまなど、あらゆるステークホルダーとの信頼関係を重んじ、良き企業市民と

して、全国的に信頼される｢南海ブランド｣を確立します。 

 

(2)会社の利益配分に関する基本方針 

当社の利益配分につきましては、収益のさらなる向上をはかることにより、財務体質の強化に努めつつ、株主の

皆さまに対して安定的な配当を行うことを基本方針としております。当期の利益配当金につきましては、上記基本

方針のもと、当期の業績と内部留保等を勘案して、１株につき３円とさせていただく予定であります。 

 

(3)中期経営計画及び目標とする経営指標 

減少傾向が続いておりました鉄道旅客収入は若干改善の兆しが見られるものの、沿線地価は引き続き下落するな

ど、今後も厳しい経営環境が予想され、当社グループの経営基盤の一層の強化は必須であります。 

こうした観点から、平成17年度を初年度とする３か年経営計画｢進化１２３計画｣は、さらに一歩前進した｢攻勢

への転換期となる３か年｣であると位置づけ、以下の４つの基本方針のもと、当社グループはその実現へ向け総力

を挙げて取り組んでおります。 

 

①沿線価値向上に資する施策の重点実施 

当社沿線地域を魅力あるエリアとし、人を引きつけ、交流を活発化させる施策に取り組みます。特に当社沿線

の玄関口である難波地区の集客力向上をはかるため、「なんばパークス２期事業」の開業（平成19年春）をは

じめ、近隣事業者とも連携した周辺整備等を進め、回遊性と広がりのある街づくりを行います。また、沿線に眠

る文化・歴史遺産を行政等とも連携して有力な観光資源に育成し、全国からのお客さまの誘致に努めます。 

 

②現行事業のブラッシュアップと市場変化を先取りした新たな事業展開 

現行事業を原点に立ち返って、ハード、ソフト両面から磨きをかけ、きめ細やかな収益積み上げ、コスト削減

を進めます。また、「定年後の団塊世代」をターゲットとするなど、市場変化を先取りし、新たな切り口での事

業展開を進めます。 

 

③「攻勢型」企業グループの構築 

前計画が不振グループ会社の整理など、縮小均衡策が中心であったのに対し、本計画は、当社グループが攻勢

へと転じ、強靱な企業集団を構築することを主目的とします。 

 

④有利子負債圧縮及び内部留保蓄積による財務体質の強化 

引き続き有利子負債の削減に取り組むとともに、内部留保の蓄積により財務体質の強化を進めます。 

 

以上を確実に実行することにより、「進化１２３計画」の最終年度に当たる平成19年度には、次の数値目標を

達成することを目標としております。 

 

 平成19年度目標 

 連結経常利益      130億円 

 連結有利子負債残高    5,300億円以下 
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経営成績および財政状態 

 

 

１．当期の概況 

 

  当期のわが国経済は、原油価格の高騰による影響などの懸念材料を抱えつつも、企業収益の改善や設備投資の増

加、株価の回復など、景気は総じて緩やかな回復基調のうちに推移いたしました。  

 このような経済情勢の下におきまして、当社では当期を初年度とする３か年経営計画「進化１２３計画」を策定

し、グループをあげて各種施策への取組みを進めてまいりました結果、当社グループ全体として着実に成果を収め

つつあります。そうした中、当期の連結営業収益は1,904億50百万円、連結営業利益は235億25百万円、連結経

常利益は129億23百万円となりました。しかしながら、当期におきましては、工事負担金等受入額、投資有価証券

売却益等の特別利益を127億41百万円計上する一方、固定資産の減損に係る会計基準を適用したことに伴い、事業

用資産についての減損損失を計上したこと等により、特別損失を304億53百万円計上いたしました結果、当期純損

益は65億43百万円の損失となりました。 

 

  セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。 

 

＜運輸業＞ 
 鉄道事業におきましては、営業面では、特急網の整備・拡充と輸送実態に応じた輸送形態への見直しを主な内容

とするダイヤ改正を、高野線においては昨年１０月１６日に、南海線においては、泉佐野駅付近下り線高架化にあ

わせて昨年１１月２７日に、それぞれ実施いたしました。また、南海線のダイヤ改正にあわせて、和歌山市方面か

らの空港アクセスの利便性向上をはかるため、南海線泉佐野駅において、ホーム・ツー・ホーム乗換えサービスを

開始いたしました。このほか、高野山への旅客誘致をはじめ、みさき公園サービック（入園券付往復乗車券）の割

引率アップや「関空・りんくうプレミアムきっぷ」等企画乗車券を発売するなどの需要喚起策を講じるとともに、

特急チケットレスサービスにおけるポイントアップキャンペーンや定期特急券・定期座席指定券の値下げ及び対象

列車の拡大を実施するなど、特急の利用促進に努めました。さらに、サービスの向上をめざして、外部講師による

接遇研修を実施したほか、本年２月には、当社鉄道線での利用開始に先駆けて、クレジットカードと「スルッとＫ

ＡＮＳＡＩ」が提供するＩＣ決済サービス「ＰｉＴａＰａ」対応カードを一組とした新たなグループカード「minapita

カード」の発行を開始いたしました。 

施設面では、定期券・特急券販売システム再構築工事、高野線一般車両２３００系２両新造工事、高野線北野田

駅改良工事など、旅客サービス改善と運転保安度向上のための諸工事を実施いたしました。また、泉大津市内及び

泉佐野市内の南海本線連続立体交差化工事及び河内長野市との共同事業である高野線三日市町駅総合改善事業を鋭

意推進するほか、南海本線・高師浜線高石市内連続立体交差化工事及びＩＣカードシステム導入工事にそれぞれ着

手いたしました。 

 以上のような諸施策もあり、旅客の減少傾向は鈍化しつつあるものの、乗車人員は、２億33百万人（前期比0.5％

減）となりました。 

なお、貴志川線につきましては、その事業を本年４月１日をもって和歌山電鐵株式会社に譲渡いたしました。 

バス事業におきましては、一般乗合路線では、契約輸送の拡充をはかるとともに、輸送需要に見合った路線再編

やダイヤ改正を行うなど、事業の効率化を進めました。また、大阪・京都と藤沢・鎌倉を結ぶ高速バス路線を開設

したほか、リムジンバスにつきましては、関西国際空港と姫路駅を結ぶ路線の開設や一部路線の延伸を行うなど、

増収策を講じました。 

海運業におきましては、企画商品の開発などの積極的な営業活動に努めるとともに、運賃改定を実施いたしまし

たが、原油価格の高騰や修繕費用の増加による影響が大きく、依然として厳しい事業環境が続きました。 

貨物運送業におきましては、りんくう国際物流センター内に「南海りんくうロジスティクスセンター」を開設す

るなど、航空貨物業務の拠点を拡充いたしました。 

この結果、運輸業の営業収益は846億51百万円（前期比0.9％増）となり、営業利益は109億47百万円（前期

比0.4％減）となりました。 
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＜不動産業＞ 

 不動産賃貸業におきましては、「パークスタワー」のオフィスフロアにおいて入居率１００％を達成するなど、

各物件において空室率の改善に努めました。  

不動産販売業におきましては、南海くまとり・つばさが丘、南海林間田園都市・彩の台などでの宅地分譲や戸建

住宅の販売のほか、超高層マンション「ザ・なんばタワー レジデンス・イン・なんばパークス」の共同開発事業

を推進いたしました。しかしながら、事業者向けの譲渡があった前期に比べ、減収となりました。 

 この結果、不動産業の営業収益は255億７百万円（前期比12.2％減）となりましたが、営業利益は84億56百万

円（前期比30.2％増）となりました。 

 

＜流通業＞ 

ショッピングセンターの経営におきましては、難波地区では、昨年１０月に開業２周年を迎えた「なんばパーク

ス」の屋上公園（パークスガーデン）を中心に各種イベントを実施し集客に努めるほか、「なんばＣＩＴＹ」及び

「なんばパークス Shops＆Diners」において、魅力ある専門店集積をめざして店舗の入替えを進めるとともに、フ

ァッションなどの商品アイテムや施設内各ゾーンの魅力を訴求する各種営業催事を実施いたしました。また、なん

ばＣＩＴＹにおいてトイレリニューアル等のショッピング環境改善に取り組むなど、顧客満足の向上に努めました。

沿線各商業施設においては、施設間競争が激化する厳しい事業環境の下にありましたが、新規店舗の誘致に努める

ほか、ハウスカード会員を中心に、きめ細やかなマーケティングに基づく販売促進に力を注ぎました。 

物品販売業におきましては、コンビニエンスストア「アンスリー」をはじめとする新規店舗の開設や難波駅にお

けるワゴン販売の強化などの増収策を講じました。 

この結果、流通業の営業収益は282億9百万円（前期比2.8％減）となり、営業利益は18億84百万円（前期比

7.6％増）となりました。 

 

＜レジャー・サービス業＞ 

遊園事業におきましては、みさき公園において、ファミリー層をメインターゲットに時季に適した催物を開催し、

お客さまの誘致に努めるほか、キリンえさやり体験やイルカとの記念撮影会など、動物とのふれあいを重視した体

験型イベントを実施いたしました。 

旅行業におきましては、お客さまのニーズの多様化に対応するため、営業力の強化をはかるとともに、商品の充

実に努めてまいりました。その結果、国内旅行の取扱高では、北海道や九州・沖縄方面のツアーが、また、海外旅

行の取扱高では、特に中国・香港及びヨーロッパ方面への業務旅行が、それぞれ堅調に推移いたしました。 

ホテル・旅館業におきましては、インターネット予約による宿泊客が増加するとともに、法人利用が好調に推移

いたしました。なお、「ホテル南海さかい」、「ホテルリーヴァ南海」につきましては、その経営権を当期中にそ

れぞれ譲渡いたしました。 

競艇施設賃貸業におきましては、美観と快適性向上を目的とした施設の改修に努める一方、有料指定席の予約発

売開始など、お客さまの利便性向上のための諸施策を講じましたが、舟券売上は伸び悩み、売上歩合賃料が減少い

たしました。  

ビル管理メンテナンス業におきましては、新規管理物件獲得のための営業活動を積極的に推進するほか、既存管

理物件の設備改修工事の受注に努めました。 

この結果、レジャー・サービス業の営業収益は283億65百万円（前期比0.5％減）となり、営業利益は15億３

百万円（前期比18.7％増）となりました。 

 

＜建設業＞ 

建設業におきましては、積極的な営業活動により受注工事高、完成工事高ともに増加いたしました。また、費用

面では、工事原価管理の徹底と経費の削減に努めた結果、営業収益は469億78百万円（前期比7.4％増）となり、

営業利益は７億16百万円（前期比14.5％増）となりました。 

 

＜その他の事業＞ 

印刷業におきましては、受注が伸び悩んだものの、広告代理業におきまして取扱高が増加した結果、営業収益は

44億73百万円（前期比23.8％増）となり、営業利益は２億27百万円（前期比311.7％増）となりました。 
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  キャッシュ・フローの状況を示すと、次のとおりであります。 

 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失が47億89百万円となりましたが、減損損失等

資金の支出を伴わない費用の増加等により、前年同期に比べ16億55百万円増加し、365億41百万円の流入となり

ました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券及び子会社株式を売却したこと等により、前年同期に比べ 

95億71百万円支出が減少し、155億52百万円の流出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入により734億14百万円、社債発行により198億95百万円の調

達を行いましたが、長期借入金の返済を527億63百万円、社債償還を451億40百万円行ったこと等により、203

億94百万円の流出となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は前期末に比べ5億94百万円増加し、210億65百万円となりま

した。 
 なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

 

 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 

株主資本比率（％） 13.3 14.4 13.8 14.2 

時価ベースの株主資本比率（％） 12.5 15.0 17.9 26.2 

債務償還年数（年） 27.3 15.4 16.0 14.7 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 1.5  2.9  2.9 3.1 

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 

    時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利息の支払額 

 ※各指標は、いずれも連結ベースの財務指標により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 



- 連 7 - 

 

２．次期の見通し 

 

景気に明るい兆しが見えはじめたとはいえ、わが国経済の動向は、なお先行きに不透明さを残しており、当社グ

ループをとりまく経営環境は依然として厳しい状況が続くものと予想されます。このような状況の下、次期の業績

につきましては、連結営業収益は、1,960億円(前期比2.9％増）を見込んでおります。セグメント別では、運輸業は、

鉄道事業において貴志川線の事業譲渡に伴う減収を織り込んだ旅客運輸収入を前期比0.8％減と見込むこと等によ

り837億円（前期比1.0％減）、不動産業は、販売用不動産の売却額の増加に伴う増収等により318億円（前期比24.7％

増）、流通業は、一部商業施設の営業の終了に伴う減収等により265億円（前期比6.0％減）、レジャー・サービス

業は、「ホテルリーヴァ南海」を経営する株式会社南海ホリディエンタープライズが平成１８年３月１５日の株式

譲渡に伴い連結除外となったことによる減収等により267億円（前期比5.8％減）、建設業は、完成工事高の増加

による増収等により505億円（前期比7.7％増）、その他の事業は、情報サービス業におけるシステム開発の終了に

伴う減収等により40億円（前期比9.5％減）をそれぞれ見込んでおります。 

利益面では、販売用不動産の売却額の増加に伴う増益等により連結営業利益は259億円（前期比10.1％増）、連結

経常利益は150億円（前期比16.1％増）、連結当期純利益は、前期にあった固定資産の減損損失の計上がなくなるこ

と等から94億円を見込んでおります。 

 

 

なお、セグメント別の営業収支の見通しは以下のとおりであります。 

 

 営業収益 営業利益 

          億円          億円 

運 輸 業 ８３７ １１９ 

不 動 産 業 ３１８ １１３ 

流 通 業 ２６５ ５ 

レジャー・サービス業 ２６７ １１ 

建 設 業 ５０５ ９ 

そ の 他 の 事 業 ４０ ２ 

計 ２，２３２ ２５９ 

連 結 １，９６０ ２５９ 
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【連結貸借対照表】 

科     目 
当期末 

（18.3.31現在） 

前期末 

（17.3.31現在） 
比較増減額 

 

（資産の部） 

流動資産 

現金及び預金 

受取手形及び売掛金 

有価証券 

たな卸資産 

繰延税金資産 

その他 

貸倒引当金 

 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

土地 

建設仮勘定 

その他 

無形固定資産 

施設利用権他 

連結調整勘定 

投資その他の資産 

投資有価証券 

長期貸付金 

繰延税金資産 

その他 

貸倒引当金 

百万円

 

１３３，６８５

２２，６１９

１９，７０６

１６

７６，６３６

４，２８６

１０，６１９

△    ２０１

７２７，３５４

６６２，４７７

３３１，６７３

２４，３４３

２８１，２２２

２２，４４５

２，７９２

３，３０６

３，３０６

－

６１，５７０

４３，８１２

２，０９９

６，８５９

１０，５１０

△  １，７１０

百万円 

 

１３７，６５７ 

２２，１８７ 

２１，２７３ 

５３ 

７９，９７８ 

３，６１２ 

１０，８８３ 

△    ３３１ 

 

７４７，４０９ 

６８４，９８４ 

３２８，３３０ 

２５，３６７ 

２９２，３２２ 

３６，０５２ 

２，９１１ 

３，３６３ 

２，９６０ 

４０２ 

５９，０６１ 

３０，２３４ 

２，３５９ 

１７，２３６ 

１２，０８３ 

△  ２，８５２ 

百万円

 

△  ３，９７２

４３２

△  １，５６７

△     ３６

△  ３，３４１

６７４

△    ２６４

１３０

△ ２０，０５４

△ ２２，５０７

３，３４２

△  １，０２３

△ １１，０９９

△ １３，６０７

△    １１８

△     ５７

３４５

△    ４０２

２，５０９

１３，５７７

△    ２５９

△ １０，３７６

△  １，５７３

１，１４１

資産合計 ８６１，０３９ ８８５，０６７ △ ２４，０２７
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科     目 
当期末 

（18.3.31現在） 

前期末 

（17.3.31現在） 
比較増減額 

 

（負債の部） 

流動負債 

支払手形及び買掛金 

短期借入金 

１年以内償還社債 

未払法人税等 

賞与引当金 

事業整理損失引当金 

その他 

 

固定負債 

社債 

長期借入金 

繰延税金負債 

再評価に係る繰延税金負債 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

投資損失引当金 

預り保証金及び敷金 

連結調整勘定 

その他 

負債計 

 

（少数株主持分） 

少数株主持分 

 

（資本の部） 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

土地再評価差額金 

その他有価証券評価差額金 

自己株式 

資本計 

百万円

 

２２５，８８８

２０，２６３

１２１，８７９

３０，１４０

１，５１４

２，２２１

－

４９，８７０

５１０，３８９

９１，１８０

２９４，３９６

４５，６１７

２１，２７７

２３，８５６

－

３，３４３

２８，６２８

５１９

１，５６９

７３６，２７７

２，８１０

６３，７３９

１８，４７６

７，２９５

１８，２６８

１４，６９８

△    ５２６

１２１，９５１

百万円 

 

２６０，５５２ 

１７，５４４ 

１４１，４７４ 

４５，１４０ 

１，２１１ 

２，３８１ 

１，４８０ 

５１，３２１ 

 

４９９，８８１ 

１０１，３２０ 

２６８，５８３ 

１４，０３５ 

５６，６９２ 

２６，１６３ 

５９９ 

１，４７８ 

２９，６４１ 

－ 

１，３６７ 

７６０，４３４ 

 

 

２，６７２ 

 

 

６３，７３９ 

１８，１７２ 

△  ３，５９６ 

３７，４１２ 

７，０００ 

△    ７６８ 

１２１，９６０ 

百万円

 

△ ３４，６６３

２，７１８

△ １９，５９５

△ １５，０００

３０２

△    １５９

△  １，４８０

△  １，４５０

１０，５０７

△ １０，１４０

２５，８１２

３１，５８１

△ ３５，４１４

△  ２，３０７

△    ５９９

１，８６４

△  １，０１２

５１９

２０２

△ ２４，１５６

１３８

０

３０３

１０，８９１

△ １９，１４４

７，６９８

２４２

△      ９

負債、少数株主持分及び資本合計 ８６１，０３９ ８８５，０６７ △ ２４，０２７
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【連結損益計算書】 

比 較 増 減 
科     目 当  期 前  期 

金  額 率 

 

営業収益 

 

営業費 

運輸業等営業費及び売上原価 

販売費及び一般管理費 

 

営業利益 

 

営業外収益 

 

営業外費用 

 

経常利益 

 

特別利益 

工事負担金等受入額 

投資有価証券売却益 

固定資産売却益 

関連事業整理益 

その他 

 

特別損失 

減損損失 

関連事業整理損 

販売用不動産評価損 

固定資産売却損 

その他 

 
税金等調整前当期純利益又は 
税金等調整前当期純損失（△） 
 

法人税、住民税及び事業税 

 

法人税等調整額 

 

少数株主利益 

 

当期純利益又は当期純損失（△） 

百万円

１９０，４５０

１６６，９２４

１６０，６１４

６，３１０

２３，５２５

１，５２９

１２，１３１

１２，９２３

１２，７４１

８，５９５

３，５１６

３８０

－

２４７

３０，４５３

２１，０９４

４，６７０

１，４８５

１１９

３，０８３

△  ４，７８９

１，５５８

１６１

３３

△  ６，５４３

百万円

１９６，２１０

１７５，２２０

１６８，４８２

６，７３７

２０，９９０

１，５５１

１３，０７１

９，４７０

２，５６５

０

５５８

４５７

１，１００

４４８

３，２６８

－

－

０

４６４

２，８０３

８，７６８

１，２７８

△    ２７２

２５

７，７３７

百万円 

△  ５，７６０ 

 

△  ８，２９５ 

△  ７，８６８ 

△    ４２６ 

 

２，５３４ 

 

△     ２１ 

 

△    ９３９ 

 

３，４５２ 

 

１０，１７５ 

８，５９５ 

２，９５７ 

△     ７６ 

△  １，１００ 

△    ２０１ 

 

２７，１８５ 

２１，０９４ 

４，６７０ 

１，４８５ 

△    ３４５ 

２７９ 

 

△ １３，５５７ 

 

２８０ 

 

４３４ 

 

８ 

 

△ １４，２８０ 

％

△  ２．９

△  ４．７

△  ４．７

△  ６．３

１２．１

△  １．４

△  ７．２

３６．５

３９６．６

－

５２９．４

△ １６．７

△１００．０

△ ４４．８

８３１．８

－

－

－

△ ７４．３

１０．０

－

２２．０

－

３３．８

－
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【連結剰余金計算書】 

科     目 当  期 前  期 比較増減額 

 

（資本剰余金の部） 

資本剰余金期首残高 

資本剰余金増加高 

自己株式処分差益 

資本剰余金期末残高 

 

（利益剰余金の部） 

利益剰余金期首残高 

利益剰余金増加高 

当期純利益 

土地再評価差額金取崩額 

連結子会社の持分比率変動による 
利益剰余金増加高 

利益剰余金減少高 

配当金 

当期純損失 

利益剰余金期末残高 

百万円

１８，１７２

３０３

３０３

１８，４７６

△  ３，５９６

１９，５２４

－

１９，１４３

３８１

８，６３３

２，０９０

６，５４３

７，２９５

百万円 

 

１８，１３４ 

３８ 

３８ 

１８，１７２ 

 

 

△ ２７，１１５ 

２５，０９０ 

７，７３７ 

１７，３５３ 

０ 

１，５７１ 

１，５７１ 

－ 

△  ３，５９６ 

百万円

３８

２６４

２６４

３０３

２３，５１９

△  ５，５６６

△  ７，７３７

１，７９０

３８１

７，０６２

５１８

６，５４３

１０，８９１
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【連結キャッシュ・フロー計算書】 

科     目 当  期 前  期 

 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 
税金等調整前当期純利益（損失：△） 
減価償却費 
賞与引当金の増減額（減少：△） 
退職給付引当金の増減額（減少：△） 
貸倒引当金の増減額（減少：△） 
受取利息及び配当金 
支払利息 
持分法投資損益（益：△） 
投資有価証券売却損益（益：△） 
投資有価証券評価損 
固定資産売却損益（益：△） 
固定資産除却損 
工事負担金等受入額 
特別退職金 
売上債権の増減額（増加：△） 
仕入債務の増減額（減少：△） 
たな卸資産の増減額（増加：△） 
投資損失引当金の増減額（減少：△） 
販売用不動産評価損 
減損損失 
未払消費税等の増減額（減少：△） 
預り保証金・敷金の増減額(減少：△) 
その他 

百万円 
 

△  ４，７８９ 
１９，１１５ 
△    １５９ 
△  ２，２９４ 
△  １，２７２ 
△    ５５４ 
１１，５２１ 
２４ 

△  ３，５１６ 
２０ 

△    ３６２ 
１，４７１ 

△  ８，５９５ 
８７４ 
５，３８１ 
６，４６７ 
７５３ 
１，８６４ 
１，４８５ 
２１，０９４ 
△  １，６０４ 
△    ６９３ 
３，５４２ 

百万円 
 

８，７６８ 
１９，５８０ 
△      ４ 
△  １，１１０ 
△    ５１２ 
△    ４４４ 
１１，８３９ 
△    ２２０ 
△    ４８８ 

１５９ 
△     ９６ 
１，９９５ 
０ 
８４ 

４，２６３ 
△  ６，６０９ 
７，３７１ 

△  ２，７６３ 
０ 
－ 

３，１４１ 
△  １，１８６ 
３，９９８ 

    小計 ４９，７７４ ４７，７６６ 
利息及び配当金の受取額 
利息の支払額 
法人税等の支払額 
特別退職金の支払額 

５５９ 
△ １１，８５５ 
△  １，０６２ 
△    ８７４ 

４７８ 
△ １２，０１６ 
△  １，２５７ 
△     ８４ 

  営業活動によるキャッシュ・フロー ３６，５４１ ３４，８８５ 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 
固定資産の取得による支出 
固定資産の売却による収入 
工事負担金等収入 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 
子会社株式追加取得による支出 
子会社株式売却による収入 
連結範囲の変更を伴う子会社株式等売却による収入 
連結範囲の変更を伴う子会社株式売却による支出 
短期貸付金の増減額（増加：△） 
長期貸付による支出 
長期貸付金の返済による収入 
その他 

 
△ ２７，０７３ 
１，８７０ 
３，９３６ 

△    ５７３ 
３，３０９ 

△      ８ 
１，５９０ 
１５３ 
０ 
４６３ 

△    ２８２ 
４３ 

１，０１７ 

 
△ ３０，９５８ 
１，４６９ 
３，０２２ 

△     ５８ 
７５２ 
０ 
０ 
－ 

△     ５３ 
１１５ 

△    ２１４ 
５６ 
７４５ 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ １５，５５２ △ ２５，１２４ 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 
短期借入金等増減額（減少：△） 
長期借入による収入 
長期借入金の返済による支出 
社債発行による収入 
社債償還による支出 
配当金の支払額 
子会社の親会社株式売却による収入 
その他 

 
△ １４，４３３ 
７３，４１４ 
△ ５２，７６３ 
１９，８９５ 
△ ４５，１４０ 
△  ２，０８０ 

８２５ 
△    １１３ 

 
４，２６６ 
４５，９０２ 
△ ４９，２８９ 

０ 
△ １７，６４０ 
△  １，５６３ 

１３９ 
△    １１２ 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２０，３９４ △ １８，２９７ 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 
Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 

５９４ 
２０，４７１ 

△  ８，５３６ 
２９，００７ 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高 ２１，０６５ ２０，４７１ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社   ６８社 

 主要な連結子会社の名称 「企業集団の状況」に記載しているため省略しております。 

非連結子会社   ８社 

 

連結範囲の異動 

（新規）㈱グリーフサポート 

（除外）エヌケイ振興㈱、㈲熊野フードサービス、㈱南海ホリディエンタープライズ 

㈱グリーフサポートは会社設立により当期から連結の範囲に含めております。 

 エヌケイ振興㈱は連結子会社との合併、㈲熊野フードサービスは出資持分の譲渡、㈱南海ホリディ

エンタープライズは株式譲渡により、当期より連結の範囲から除外しております。 

 なお、㈲熊野フードサービス、㈱南海ホリディエンタープライズについては、連結子会社であった

期間の損益計算書のみ連結しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社８社、関連会社６社のうち関連会社５社に対する投資について持分法を適用しております。 

 主要な持分法適用会社の名称 「企業集団の状況」に記載しているため省略しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、南海電設㈱の決算日は１月３１日でありますが、連結財務諸表の作成に当たり、同日現

在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた他の連結会社との重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 主として期末前１か月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定） 

時価のないもの   移動平均法または総平均法に基づく原価法 

②たな卸資産 

たな卸資産のうち、主要なものは販売土地及び建物であり、個別法に基づく原価法によっております。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

  主として定額法・定率法を採用しております。 

②無形固定資産 

  定額法を採用しております。 
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（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

営業債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

なお、公開会社である南海辰村建設㈱及び同社の連結子会社の退職給付会計基準変更時差異（3,222 百

万円）については、主として１５年による按分額を費用処理しております。 

④投資損失引当金 

投資先の資産内容等を勘案して、出資金額及び純債権額を超えて当社が負担することとなる損失見込額

を計上しております。 

 

（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（５）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている

場合は特例処理を、為替予約、通貨オプションについては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理

を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ、金利オプション、為替予約、通貨オプション、原油価格スワップ 

ヘッジ対象：借入金、社債、原油、外貨建金銭債権債務及び外貨予定取引 

③ヘッジ方針 

金利、為替及び原油価格の変動リスクを回避するために、債権・債務の範囲内でデリバティブ取引を利

用しており、投機目的のためには利用しない方針であります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。 

なお、高い有効性があるとみなされる場合については、有効性の評価を省略しております。 

 

（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

②工事負担金等の会計処理 

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として工事

負担金等を受領して固定資産を取得した場合には、取得原価の総額を固定資産に計上しております。 

なお、連結損益計算書においては、重要性のないものを除き工事負担金等受入額を特別利益に計上して

おります。 

③連結納税制度の適用 

当期から連結納税制度を適用しております。 
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５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定の償却については、主として５年間の均等償却を行っております。ただし、その効果の発現が

将来に渡って見込まれない場合は一時償却しております。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書の利益処分項目については、連結会計年度中に確定した利益処分に基づく方法によってお

ります。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及び随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

会計処理の方法の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

これにより減損損失21,094百万円を特別損失に計上し、税金等調整前当期純利益が同額減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。 

 

（工事負担金等の会計処理） 

従来、鉄道事業において、工事負担金等により固定資産を取得した場合には、金額的重要性のないものを除き、

工事完成時に当該工事負担金等を取得した固定資産の取得原価から直接減額しておりましたが、当期から取得原

価の総額を固定資産に計上する方法に変更いたしました。 

連続立体交差化工事等は、列車運行の安全性・効率性の確保、高架下等の資産の活用などに有効な施策であり、

設備老朽化更新投資に代替できる側面がある等、収益性の向上に寄与する効果をもたらしております。当期から

適用となった固定資産の減損に係る会計基準のほか、企業結合に係る会計基準においても公正価値が重視される

など、資産評価に係る会計基準の整備が進捗してきたことを機に、連続立体交差化工事等の投資収益性を経営成

績及び財政状態に適正に反映させるため、さらにグループ再構築による整理損失や減損会計の適用に伴う多額の

将来減算一時差異の発生による将来の税務面、資金面での影響等を総合的に勘案し、当期から取得原価の総額を

固定資産に計上する会計処理方法に変更することといたしました。 

この変更により、従来の方法に比べ経常利益は88百万円減少し、税金等調整前当期純損失は8,176百万円減少

しております。なお、セグメント情報に与える影響は、（セグメント情報）に記載しております。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

 当期末 前期末 

１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額 

（鉄道財団） 

土地 

建物及び構築物 

その他の償却資産等 

（その他） 

土地 

建物及び構築物 

その他の償却資産 

投資有価証券 

定期預金 

担保付債務の額 

短期借入金 

長期借入金（１年以内返済長期借入金を含む）

買掛金 

預り保証金・敷金 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

３．工事負担金等圧縮累計額 

４．保証債務額 

５．受取手形割引高 

  受取手形裏書譲渡高 

６．非連結子会社及び関連会社に対する株式等 

投資有価証券（株式） 

９７，２３０百万円

１６１，４５９百万円

１７，０８６百万円

８，７６２百万円

１，０５５百万円

１７百万円

７，１９６百万円

０百万円

５７６百万円

６２，４９０百万円

９百万円

０百万円

３８９，２１８百万円

７３，５７１百万円

２，３０９百万円

０百万円

１０５百万円

１，３９９百万円

 

１６８，６３１百万円

１５５，５６８百万円

１７，７９６百万円

９，０２６百万円

１，１１２百万円

２３百万円

４，３８０百万円

８７３百万円

６６０百万円

７１，６４９百万円

６百万円

８５０百万円

３８０，５００百万円

７３，５７１百万円

５，１８４百万円

６２４百万円

３９百万円

１，０４１百万円

７．当社及び一部の連結子会社において、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）

及び土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、

事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上し、再評価差額に係る税効果相当額につ

いては負債の部に計上しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３

号に定める固定資産税評価額に基づき算出する方法、及び同条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定

評価により算出しております。 

・再評価を行った年月日 平成14年３月31日 当社、連結子会社１社 

平成13年３月30日 当社（連結子会社の合併により受入れた事業用土地） 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額     ７，５４３百万円

  

（連結損益計算書関係） 

 当  期 前  期 

１．営業費のうち引当金繰入額 

賞与引当金繰入額 

役員退職慰労引当金繰入額 

２．販売費及び一般管理費内訳 

人件費 

経費 

２，２２１百万円

－百万円

４，０８６百万円

１，４１６百万円

 

２，３８１百万円

９８百万円

４，４１４百万円

１，３９０百万円
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３．減損損失 

当期において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

（減損損失を認識した主な資産） 

主な用途 種類 場所 

レジャー施設（１件） 土地 大阪府岬町 

商業施設（５件） 土地、建物及び構築物等 大阪府堺市他 

賃貸施設（９件） 土地、建物及び構築物等 大阪府泉佐野市他 

遊休資産（12件） 土地、建物及び構築物等 大阪府岬町他 

 

（減損損失を認識するに至った経緯） 

景気低迷の長期化等の影響により当初の想定と比べ収益性が著しく低下した施設や、地価の著しい下落によ

り投下資金の回収が困難と見込まれる資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上しております。 

 

（減損損失の金額） 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

土地 

建設仮勘定 

その他 

無形固定資産 

5,406百万円

25百万円

14,051百万円

1,451百万円

28百万円

131百万円

合計 21,094百万円

 

（資産のグルーピングの方法） 

当社グループは、管理会計上の区分を基礎に、事業毎または物件毎に資産のグルーピングを行っております。

 

（回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額を正味売却価額により算定している場合は、不動産鑑定評価基準等に基づき算出した金額を使

用しております。また、使用価値により算定している場合は、将来キャッシュ・フローを４％で割り引いて算

定しております。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 当  期  前  期 

現金及び預金勘定 

有価証券勘定 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 

２２，６１９百万円

１６百万円

△ １，５７１百万円

 ２２，１８７百万円

５３百万円

△ １，７６９百万円

現金及び現金同等物 ２１，０６５百万円  ２０，４７１百万円

 

２．株式売却により連結子会社でなくなった主要な会社の資産及び負債の主な内訳 

 

㈱南海ホリディエンタープライズ（平成17年３月31日現在） 

流動資産 

固定資産 

２６０百万円

１，１６７百万円

  資産合計 １，４２７百万円

流動負債 

固定負債 

２０１百万円

５９６百万円

  負債合計 ７９８百万円
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当期（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで） 

 
運輸業 

(百万円) 

不動産業 

(百万円) 

流通業 

(百万円)

レジャー・

サービス業

(百万円)

建設業 

(百万円)

その他の

事業 

(百万円)

計 

(百万円) 

消去又は

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

Ⅰ営業収益 

(1)外部顧客に対する 
   営業収益 

82,781 24,215 26,128 18,197 37,272 1,855 190,450 －  190,450

(2)セグメント間の内部 
   営業収益又は振替高 

1,870 1,292 2,081 10,168 9,706 2,618 27,736 (  27,736) － 

計 84,651 25,507 28,209 28,365 46,978 4,473 218,186 (  27,736) 190,450

営業費 73,704 17,051 26,324 26,861 46,261 4,245 194,450 (  27,525) 166,924

営業利益 10,947 8,456 1,884 1,503 716 227 23,736 (     211) 23,525

Ⅱ資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出 

    

 資産 356,151 319,114 60,593 57,423 38,529 1,404 833,216 27,822 861,039

 減価償却費 11,252 3,989 2,487 1,525 184 81 19,521 (     405) 19,115

 減損損失 671 8,791 4,559 6,827 244 0 21,094 －  21,094

 資本的支出 10,815 6,656 3,975 548 52 132 22,181 0 22,181

前期（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで） 

 
運輸業 

(百万円) 

不動産業 

(百万円) 

流通業 

(百万円)

レジャー・

サービス業

(百万円)

建設業 

(百万円)

その他の

事業 

(百万円)

計 

(百万円) 

消去又は

全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

Ⅰ営業収益     

(1)外部顧客に対する 
営業収益 

82,387 27,951 27,342 19,836 37,192 1,501 196,210 －  196,210

(2)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

1,542 1,093 1,684 8,668 6,541 2,110 21,640 (  21,640) － 

計 83,929 29,044 29,026 28,504 43,734 3,611 217,851 (  21,640) 196,210

営業費 72,941 22,550 27,275 27,237 43,108 3,556 196,669 (  21,449) 175,220

営業利益 10,988 6,494 1,751 1,266 626 55 21,181 (    190) 20,990

Ⅱ資産、減価償却費及び
資本的支出 

    

資産 429,534 261,153 60,731 61,954 38,488 1,375 853,238 31,828 885,067

減価償却費 11,311 4,329 2,591 1,478 191 74 19,976 (    395) 19,580

資本的支出 7,495 70 1,197 747 189 308 10,009 0 10,009

（注）１．事業区分の方法   おおむね日本標準産業分類の大分類によっております。 
２．各区分の主な内容 
運輸業       ・・・鉄道事業、軌道事業、バス事業、海運業、貨物運送業、車両整備業 
不動産業      ・・・不動産賃貸業、不動産販売業 
流通業       ・・・ショッピングセンターの経営、物品販売業、建築材料卸売業 
レジャー・サービス業・・・遊園事業、旅行業、ホテル・旅館業、競艇施設賃貸業、ビル管理メンテナンス業 
建設業       ・・・建設業 
その他の事業    ・・・印刷業、損害保険代理業、広告代理業 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当期50,396百万円、前期52,746百万円であります。その主な
ものは、親会社での現金及び預金、投資有価証券及び長期貸付金等であります。 
４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理の方法の変更」に記載のとおり、鉄道事業において、工事
負担金等により固定資産を取得した場合には、当期から取得原価の総額を固定資産に計上しております。この変更に伴い、運
輸業の資産は8,264百万円増加しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 最近２期については、本国以外の国、又は地域に所在する連結子会社は存在しないため記載しておりません。 

 

【海外売上高】 

 最近２期については、海外売上高はないため記載しておりません。 
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（リース取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

（関連当事者との取引） 

 該当事項はございません。 

 

 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 当期末 

繰延税金資産 

退職給付引当金 

減損損失 

繰越欠損金 

たな卸資産評価損 

投資有価証券評価損 

未実現利益の消去 

投資損失引当金 

その他 

 

９，７１６百万円 

８，１４０百万円 

６，７５０百万円 

５，９３９百万円 

５，４８３百万円 

３，３４０百万円 

１，３５８百万円 

４，８９９百万円 

繰延税金資産小計 ４５，６２８百万円 

評価性引当額 △２４，１１９百万円 

繰延税金資産合計 ２１，５０９百万円 

    

繰延税金負債 

分割に伴う土地評価益 

その他有価証券評価差額金 

その他 

 

△４４，９１６百万円 

△１０，９６５百万円 

△    ９８百万円 

繰延税金負債合計 △５５，９８０百万円 

  

繰延税金負債の純額 △３４，４７０百万円 

 

上記のほか、再評価に係る繰延税金負債として２１，２７７百万円を固定負債に計上しております。 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

 

税金等調整前当期純損失を計上しているため記載しておりません。 
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（有価証券関係） 

Ⅰ．当期 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日） 

種類 
連結貸借対照表 

計上額（百万円）

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの 国債・地方債等 ０ ０ ０ 

時価が連結貸借対照表計
上額を超えないもの 国債・地方債等 ５ ４ △     － 

合計 ５ ４ △     － 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日） 

種類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差額 

（百万円） 

(1)株式 

(2)債券 

 社債 

 その他 

(3)その他 

１３，５７１ 

 

０ 

０ 

１ 

４０，７７７ 

 

０ 

０ 

１ 

２７，２０６ 

 

０ 

０ 

－ 

 

 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

小  計 １３，５７２ ４０，７７８ ２７，２０６ 

(1)株式 

(2)債券 

 社債 

 その他 

(3)その他 

１２６ 

 

０ 

０ 

０ 

１１９ 

 

０ 

０ 

０ 

△     ６ 

 

０ 

０ 

０ 

 

 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

小  計 １２６ １１９ △     ６ 

合計 １３，６９８ ４０，８９８ ２７，１９９ 

 

３．当期中に売却したその他有価証券（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで） 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

３，３０９ ２，１８６ － 

 

４．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成１８年３月３１日） 

子会社及び関連会社株式 

その他有価証券 

非上場株式 

その他 

１，３９９百万円 

 

１，４７４百万円 

５０百万円 

 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１８年３月３１日） 

 １年以内（百万円） １年超５年以内（百万円） 

債券 

 国債・地方債等 

 社債 

 その他 

 

０ 

０ 

５ 

 

０ 

０ 

０ 

合計 ５ ０ 
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Ⅱ．前期 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１７年３月３１日） 

種類 
連結貸借対照表 

計上額（百万円）

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの 国債・地方債等 １４ １４ － 

時価が連結貸借対照表計
上額を超えないもの 国債・地方債等 ０ ０ ０ 

合計 １４ １４ － 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成１７年３月３１日） 

種類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差額 

（百万円） 

(1)株式 

(2)債券 

 社債 

 その他 

(3)その他 

１２，１９３ 

 

０ 

０ 

０ 

２５，４２２ 

 

０ 

０ 

０ 

１３，２２８ 

 

０ 

０ 

０ 

 

 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

小  計 １２，１９３ ２５，４２２ １３，２２８ 

(1)株式 

(2)債券 

 社債 

 その他 

(3)その他 

２，０３７ 

 

０ 

４７ 

１ 

１，８５２ 

 

０ 

４７ 

１ 

△   １８５ 

 

０ 

０ 

△     － 

 

 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

小  計 ２，０８６ １，９００ △   １８５ 

合計 １４，２７９ ２７，３２２  １３，０４２ 

 

３．当期中に売却したその他有価証券（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで） 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

７５２ ５５９ ６ 

 

４．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成１７年３月３１日） 

子会社及び関連会社株式 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 

ＭＭＦ 

１，０４１百万円 

 

１，９１３百万円 

１１百万円 

 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１７年３月３１日） 

 １年以内（百万円） １年超５年以内（百万円） 

債券 

 国債・地方債等 

 社債 

 その他 

 

０ 

０ 

４２ 

 

１４ 

０ 

５ 

合計 ４２ １９ 
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（デリバティブ取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、規約型企業年金制度、適格退職年金制度及び退職一時金

制度を設けております。このほか、一部の連結子会社は、総合設立厚生年金基金に加盟しております。 

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、当社は厚生労働大臣の認可を受け、平成18年4月1日に適格退職年金制度から規約型企業年金制度に

移行しております。 
 

２．退職給付債務に関する事項 

 当期末 前期末 

イ．退職給付債務 

ロ．年金資産 

△ ３３，１０９百万円

１０，３１０百万円

△ ３６，０６８百万円

  ８，０１６百万円

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 

ホ．未認識数理計算上の差異 

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） 

△ ２２，７９８百万円

１，９３３百万円

△  １，９３６百万円

△  １，０５３百万円

△ ２８，０５２百万円

２，１４６百万円

△    ２５６百万円

△      －百万円

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）

チ．前払年金費用 

△ ２３，８５６百万円

      ０百万円

△ ２６，１６３百万円

      ０百万円

リ．退職給付引当金（ト－チ） △ ２３，８５６百万円 △ ２６，１６３百万円

  （注）１．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
２．上記内訳には総合設立厚生年金基金の年金資産の額は含まれておりません。 
３．「１．採用している退職給付制度の概要」に記載いたしました規約型企業年金制度への移行により
過去勤務債務（債務の減額）が発生しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 当  期 前  期 

イ．勤務費用 

ロ．利息費用 

ハ．期待運用収益 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 

１，７４８百万円

７７５百万円

△    １３４百万円

２１４百万円

４６５百万円

△      １百万円

１，８４３百万円

７８１百万円

△     ８９百万円

２１４百万円

９５２百万円

△      １百万円

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） ３，０６７百万円 ３，７０１百万円

  （注）１．上記退職給付費用以外に、割増退職金として当期に８７４百万円、前期に８４百万円を支払って
おり、特別損失として計上しております。 
２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 
３．総合設立厚生年金基金の掛金は勤務費用に含めております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当  期 前  期 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 
ロ．割引率 
ハ．期待運用収益率 
ニ．過去勤務債務の額の処理年数 
ホ．数理計算上の差異の処理年数 
ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 

期間定額基準 
2.0％～2.5％ 
2.0％ 
５年 
３年～１５年 
公開会社である
南海辰村建設株
式会社及び同社
の連結子会社は
主として１５年 

期間定額基準 
2.0％～2.5％ 
2.0％ 
５年 
３年～１５年 
公開会社である
南海辰村建設株
式会社及び同社
の連結子会社は
主として１５年 

 


